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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、
　物体側に凸面を向けたメニスカス形状を有する負の第１レンズ、
　像側の面の光軸上の点が該面の有効径両端上の点よりも物体側にある負の第２レンズ、
および
　正の第３レンズからなる前群と、
　開口絞りと、
　全体で正の後群とからなり、
　前記後群が、１枚の正のレンズおよび１枚の負のレンズからなり、
　下記条件式（１）を満足することを特徴とする撮像レンズ。
　　６０．０＜νｄ１＋２６＊Ｎｄ１＜８５．０　…　（１）
ただし、
νｄ１：前記第１レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
Ｎｄ１：前記第１レンズの材質のｄ線に対する屈折率
【請求項２】
　下記条件式（２）を満足することを特徴とする請求項１記載の撮像レンズ。
　　０．１５＜ｆ３／Ｌ＜０．２６　…　（２）
ただし、
ｆ３:前記第３レンズの焦点距離
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Ｌ：前記第１レンズの物体側の面から像面までの光軸上の距離（バックフォーカス分は空
気換算長）
【請求項３】
　前記第３レンズが物体側に凸形状を有することを特徴とする請求項１または２記載の撮
像レンズ。
【請求項４】
　下記条件式（３）を満足することを特徴とする請求項１から３のいずれか１項記載の撮
像レンズ。
　　ｄ４／Ｌ＜０．０７　…　（３）
ただし、
ｄ４：前記第２レンズと前記第３レンズとの光軸上の距離
Ｌ：前記第１レンズの物体側の面から像面までの光軸上の距離（バックフォーカス分は空
気換算長）
【請求項５】
　下記条件式（４）から（７）を満足することを特徴とする請求項１から４のいずれか１
項記載の撮像レンズ。
　　νｄ２＞５０　…　（４）
　　νｄ３＜３５　…　（５）
　　νｄａ＞５０　…　（６）
　　νｄｂ＜３５　…　（７）
ただし、
νｄ２：前記第２レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄ３：前記第３レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄａ：前記後群の正のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄｂ：前記後群の負のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
【請求項６】
　下記条件式（８）を満足することを特徴とする請求項１から５のいずれか１項記載の撮
像レンズ。
　　８０．０＜νｄ１＋３５＊Ｎｄ１＜９６．０　…　（８）
ただし、
νｄ１：前記第１レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
Ｎｄ１：前記第１レンズの材質のｄ線に対する屈折率
【請求項７】
　前記後群が、物体側から前記負のレンズおよび前記正のレンズの順に配置されてなるこ
とを特徴とする請求項１から６のいずれか１項記載の撮像レンズ。
【請求項８】
　前記後群の前記正のレンズと前記負のレンズとが互いに接合されていることを特徴とす
る請求項１から７のいずれか１項記載の撮像レンズ。
【請求項９】
　前記正のレンズと前記負のレンズとの接合面が、近軸領域において物体側に凸形状であ
ることを特徴とする請求項８記載の撮像レンズ。
【請求項１０】
　前記正のレンズと前記負のレンズとの接合面が、光軸から離れるに従い屈折力が弱くな
る非球面形状であることを特徴とする請求項８または９記載の撮像レンズ。
【請求項１１】
　前記第１レンズの材質の比重が４．０以下であることを特徴とする請求項１から１０の
いずれか１項記載の撮像レンズ。
【請求項１２】
　下記条件式（５－１）を満足することを特徴とする請求項１から１１のいずれか１項記
載の撮像レンズ。
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　　νｄ３＜２７　…　（５－１）
ただし、
νｄ３：前記第３レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
【請求項１３】
　請求項１から１２のいずれか１項記載の撮像レンズを搭載したことを特徴とする撮像装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像レンズおよび撮像装置に関し、より詳しくは、ＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ　
Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ）やＣＭＯＳ（Ｃｏｍｐｌｅｍｅｎｔａｒｙ　Ｍｅｔａｌ
　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）等の撮像素子を用いた車載用カメラ、監視
カメラ等に使用されるのに好適な広角の撮像レンズ、およびこの撮像レンズを備えた撮像
装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＣＣＤやＣＭＯＳ等の撮像素子は近年非常に小型化および高画素化が進んでいる。その
ため、撮像機器本体並びにそれに搭載される撮像レンズにも小型化、軽量化が求められて
いる。一方、車載用カメラ、監視カメラ等に使用される撮像レンズには、高い耐候性を持
ち、広範囲に亘って良好な視界を確保できるように広画角で高い光学性能を有することが
求められている。
【０００３】
　上記分野の撮像レンズとしては、例えば下記特許文献１～４に記載のものがある。特許
文献１～４には、非球面レンズを含む５枚構成の撮像レンズが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２８４６２０号公報
【特許文献２】特開２００７－２３３１５２号公報
【特許文献３】特開２００９－０６３８７７号公報
【特許文献４】中国特許出願公開第１０２２８９０５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで近年では、車載用カメラや監視カメラ等の分野において、例えば全画角で１８
０度を超えるものが望まれる等、広角化に対する要望が強まってきている。また、近年の
撮像素子の小型化および高画素化に伴い、高い解像性を有し、結像領域の広い範囲まで良
好な像が得られるような高い光学性能を有する撮像レンズが求められるようになってきて
いる。しかしながら、従来のレンズ系では、安価で小型に構成しながら、近年の要望を満
たす程度の広角化と高い光学性能を同時に実現することは困難であった。
【０００６】
　例えば、広角化および高解像性を達成するためには、第１レンズが大きな負のパワーを
持つと同時に、そこで発生する倍率色収差を極力小さくする必要があることから、第１レ
ンズには屈折率が比較的大きく、アッベ数が比較的大きい材質が用いられている。さらに
、高い解像性を達成するためには、絞りの像側のレンズの枚数を増やして軸上色収差を改
善することが行われている。しかしながら、アッベ数が大きい材質の多くは、レアアース
等の高価な物質の含有量が高いために高価である。このため、レンズ枚数の増加と相まっ
て、低コスト化を達成することは困難であった。
【０００７】
　本発明は、上記事情に鑑み、低コストでありながら、広角化と高い光学性能を実現可能
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な撮像レンズ、およびこの撮像レンズを備えた撮像装置を提供することを目的とするもの
である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の撮像レンズは、物体側から順に、物体側に凸面を向けたメニスカス形状を有す
る負の第１レンズ、
　像側の面の光軸上の点が該面の有効径両端上の点よりも物体側にある負の第２レンズ、
および
　正の第３レンズからなる前群と、
　開口絞りと、
　全体で正の後群とからなり、
　後群が、１枚の正のレンズおよび１枚の負のレンズからなり、
　下記条件式（１）を満足することを特徴とするものである。
【０００９】
　　６０．０＜νｄ１＋２６＊Ｎｄ１＜８５．０　…　（１）
ただし、
νｄ１：第１レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
Ｎｄ１：第１レンズの材質のｄ線に対する屈折率
　本発明の撮像レンズは、前群および後群以外に、実質的にパワーを持たないレンズ、絞
りやカバーガラス等のレンズ以外の光学要素、レンズフランジ、レンズバレル、撮像素子
、手ぶれ補正機構等の機構部分等を持つものも含むものであってもよい。
【００１０】
　また、本発明においては、凸面、凹面、平面、両凹、メニスカス、両凸、平凸および平
凹等といったレンズの面形状、正のレンズおよび負のレンズといったレンズの屈折力の符
号は、非球面が含まれているものについてはとくに断りのない限り近軸領域で考えるもの
とする。また、本発明においては、曲率半径の符号は、面形状が物体側に凸の場合を正、
像側に凸の場合を負とすることにする。
【００１１】
　なお、本発明による撮像レンズにおいては、第３レンズが物体側に凸形状を有すること
が好ましい。
【００１２】
　また、本発明による撮像レンズにおいては、後群が、物体側から負のレンズおよび正の
レンズの順に配置されてなることが好ましい。なお、物体側から正のレンズおよび負のレ
ンズの順に配置されてなるものであってもよい。
【００１３】
　また、本発明による撮像レンズにおいては、後群の正のレンズと負のレンズとが互いに
接合されていることが好ましい。
【００１４】
　この場合、正のレンズと負のレンズとの接合面が、近軸領域において物体側に凸形状で
あることが好ましい。
【００１５】
　またこの場合、正のレンズと負のレンズとの接合面が、光軸から離れるに従い屈折力が
弱くなる非球面形状であることが好ましい。
【００１６】
　また、本発明による撮像レンズにおいては、第１レンズの材質の比重が４．０以下であ
ることが好ましい。
【００１７】
　また、本発明の撮像レンズにおいては、下記条件式（２）～（８）を満足することが好
ましい。なお、好ましい態様としては、下記条件式（２）～（８）のいずれか１つの構成
を有するものでもよく、あるいは任意の２つ以上を組み合わせた構成を有するものでもよ
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い。
【００１８】
　　０．１５＜ｆ３／Ｌ＜０．２６　…　（２）
　　ｄ４／Ｌ＜０．０７　…　（３）
　　νｄ２＞５０　…　（４）
　　νｄ３＜３５　…　（５）
　　νｄａ＞５０　…　（６）
　　νｄｂ＜３５　…　（７）
　　８０．０＜νｄ１＋３５＊Ｎｄ１＜９６．０　…　（８）
　　νｄ３＜２７　…　（５－１）
ただし、
ｆ３:第３レンズの焦点距離
Ｌ：第１レンズの物体側の面から像面までの光軸上の距離（バックフォーカス分は空気換
算長）
ｄ４：第２レンズと第３レンズとの光軸上の距離
νｄ２：第２レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄａ：後群の正のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄｂ：後群の負のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
　本発明の撮像装置は、上記記載の本発明の撮像レンズを備えたことを特徴とするもので
ある。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の撮像レンズによれば、５枚のレンズ系において、各レンズの形状およびパワー
を好適に設定し、条件式（１）を満足するようにしているため、安価に構成しながら、十
分な広角化および高い光学性能を実現することができる。
【００２０】
　本発明の撮像装置によれば、本発明の撮像レンズを備えているため、安価に構成でき、
広い画角での撮像が可能であり、高画質の映像を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施例１の撮像レンズのレンズ構成および光路を示す断面図
【図２】本発明の実施例２の撮像レンズのレンズ構成および光路を示す断面図
【図３】本発明の実施例３の撮像レンズのレンズ構成および光路を示す断面図
【図４】本発明の実施例４の撮像レンズのレンズ構成および光路を示す断面図
【図５】本発明の実施例５の撮像レンズのレンズ構成および光路を示す断面図
【図６】本発明の実施例１の撮像レンズの各収差図
【図７】本発明の実施例２の撮像レンズの各収差図
【図８】本発明の実施例３の撮像レンズの各収差図
【図９】本発明の実施例４の撮像レンズの各収差図
【図１０】本発明の実施例５の撮像レンズの各収差図
【図１１】本発明の実施形態に係る車載用の撮像装置の配置を説明するための図
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の撮像レンズの実施形態について図面を参照して詳細に説明する。図１～
図５は、本発明の実施形態に係る撮像レンズの構成例を示す断面図であり、それぞれ後述
の実施例１～５の撮像レンズに対応している。図１～図５に示す例の基本的な構成は同様
であり、図示方法も同様であるため、ここでは主に図１を参照しながら、本発明の実施形
態に係る撮像レンズについて説明する。
【００２３】
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　本発明の実施形態に係る撮像レンズは、光軸Ｚに沿って、物体側から順に、第１レンズ
Ｌ１、第２レンズＬ２および第３レンズＬ３からなる前群Ｇ１と、第４レンズＬ４および
第５レンズＬ５からなる後群Ｇ２とが配された５枚構成のレンズ系である。第３レンズＬ
３と第４レンズＬ４との間には、開口絞りＳｔが配置されている。開口絞りＳｔを第３レ
ンズＬ３と第４レンズＬ４との間に配置することにより、径方向の小型化を図ることがで
きる。
【００２４】
　なお、図１では、左側を物体側、右側を像側としており、図示されている開口絞りＳｔ
は必ずしも大きさや形状を表すものではなく、光軸上の位置を示すものである。図１中の
符号Ｒｉ（ｉ＝１、２、３、…）は、各レンズ面の曲率半径を示し、符号Ｄｉ（ｉ＝１、
２、３、…）は面間隔を示す。また、図１には、無限遠の距離にある物点からの軸上光束
２、最大画角での軸外光束３も併せて示す。
【００２５】
　図１では、撮像レンズが撮像装置に適用される場合を考慮して、撮像レンズの像面Ｓｉ
ｍに配置された撮像素子５も図示している。また、撮像レンズを撮像装置に適用する際に
は、レンズを装着するカメラ側の構成に応じて、カバーガラスや、ローパスフィルタまた
は赤外線カットフィルタ等を設けることが好ましく、図１では、これらを想定した平行平
板状の光学部材ＰＰを第５レンズＬ５と撮像素子５（像面Ｓｉｍ）との間に配置した例を
示している。
【００２６】
　第１レンズＬ１は、負のパワーを持ち、物体側に凸面を向けたメニスカスレンズである
ように構成される。このように第１レンズＬ１を負のパワーを持ち、物体側に凸面を向け
たメニスカスレンズとすることにより、画角１８０度を超える広角化および歪曲収差の補
正に有利となる。最も物体側に配置される第１レンズＬ１は、風雨や洗浄用の溶剤に晒さ
れることが想定されるが、第１レンズＬ１の物体側の面は凸面となるから、これらの状況
において懸念されるゴミ、埃、水滴等が残留しにくいという利点もある。
【００２７】
　また、第２レンズＬ２および第３レンズＬ３は、それぞれ負および正のパワーを持つよ
うに構成される。また、後群Ｇ２の第４レンズＬ４および第５レンズＬ５はそれぞれ負お
よび正のパワーを持ち、後群Ｇ２は全体で正のパワーを持つように構成される。なお、第
４レンズＬ４および第５レンズＬ５は、それぞれ正のパワーおよび負のパワーを持つもの
としてもよい。
【００２８】
　第２レンズＬ２は、像側の面の光軸上の点が像側の面の有効径両端上の点よりも物体側
にある形状を有するように構成される。「像側の面の光軸上の点が像側の面の有効径両端
上の点よりも物体側にある」とは、第２レンズＬ２の像側の面が、近軸領域において物体
側に凸形状であっても凹形状であってもよいが、光軸上の点が、有効径両端状の点よりも
物体側にあることを意味する。第２レンズＬ２の像側の面がこのような形状を有すること
により、周辺光線が第３レンズＬ３以降に入射する角度を好適に減じることができ、中心
と周辺との収差バランスをとりやすくなる。
【００２９】
　第３レンズＬ３を正のパワーを持つものとすることにより、歪曲収差および倍率色収差
の補正が容易となる。
【００３０】
　また、絞りＳｔの後方に、正のパワーの後群Ｇ２を配置することにより、第３レンズＬ
３と後群Ｇ２とで正の屈折力を分担し、レトロフォーカスのパワー配置を維持しながら球
面収差の発生を抑えることができる。また、後群Ｇ２の第４レンズＬ４および第５レンズ
Ｌ５を、それぞれ正のレンズおよび負のレンズにより構成することにより、軸上色収差お
よび倍率色収差を好適に補正することができる。
【００３１】
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　また、本実施形態に係る撮像レンズは、下記条件式（１）を満足するように構成されて
いる。
【００３２】
　　６０．０＜νｄ１＋２６＊Ｎｄ１＜８５．０　…　（１）
ただし、
νｄ１：第１レンズＬ１の材質のｄ線に対するアッベ数
Ｎｄ１：第１レンズＬ１の材質のｄ線に対する屈折率
　条件式（１）の上限を満足することにより、第１レンズＬ１の材質にレアアースの含有
量が少なくなるため、低コスト化および耐酸性をともに備えた材質を選択できるようにな
る。条件式（１）の下限を満足することにより、第１レンズＬ１の材質の屈折率が小さく
なり過ぎるのを防止して、必要なパワーを得るための第１レンズＬ１および第２レンズＬ
２の形状の加工がしやすくなり、倍率色収差および軸上色収差の双方を良好に補正するこ
とができる。
【００３３】
　本実施形態の撮像レンズは、上記のように第１レンズＬ１～第５レンズＬ５の各レンズ
のパワーおよび形状を好適に設定し、条件式（１）を満足することにより、比較的安価な
材質により第１レンズＬ１を構成し、低コストにレンズ系を構成しながら、十分な広角化
を達成し、さらに球面収差、像面湾曲および歪曲収差（ディストーション）を含む諸収差
を良好に補正することができる。また、本実施形態の撮像レンズによれば、結像領域の広
い範囲に亘って高解像を実現することができるため、近年の高画素化が進んだ撮像素子に
も対応することが可能になる。
【００３４】
　本実施形態に係る撮像レンズは、さらに以下に述べる構成を有することが好ましい。な
お、好ましい態様としては、以下のいずれか１つの構成を有するものでもよく、あるいは
任意の２つ以上を組み合わせた構成を有するものでもよい。
【００３５】
　本実施形態の撮像レンズにおいては第２レンズＬ２、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４
および第５レンズＬ５は全て、少なくとも一方の面が非球面形状であることが好ましい。
第２レンズＬ２、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の少なくとも一
方の面を非球面形状とすることで、光学系の光軸方向の全長を短くしながらも高い解像性
を得ることが可能になる。また、少ないレンズ枚数により、球面収差、像面湾曲およびデ
ィストーション等の諸収差を良好に補正することが可能になる。より良好な収差補正のた
めには、第２レンズＬ２、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５は、両
面が非球面形状であることが好ましい。
【００３６】
　第２レンズＬ２は両凹形状であることが好ましい。これにより、第２レンズＬ２の物体
側の面および像側の面の曲率半径の絶対値を小さくすることなく、第２レンズＬ２に大き
な負の屈折力を与えることができるため、バックフォーカスの確保に有利である。
【００３７】
　第２レンズＬ２は物体側に凹面を向けた負のメニスカス形状であってもよい。これによ
り、第１レンズＬ１および第２レンズＬ２による補正過剰な球面収差の発生を抑えること
ができる。
【００３８】
　第３レンズＬ３の物体側の面を凸形状とすることが好ましい。これにより、非点収差の
発生を抑えながら、軸上色収差および倍率色収差を補正することができる。
【００３９】
　第３レンズＬ３を両凸形状としてもよい。これにより、歪曲収差および倍率色収差の補
正に有利となる。
【００４０】
　また、後群Ｇ２の第４レンズＬ４および第５レンズＬ５は、接合された構成および接合
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されていない構成のいずれも可能である。設計自由度を高めるという点では接合されてい
ない方が有利であるが、色収差の良好な補正および光軸方向の小型化のためには、第４レ
ンズＬ４および第５レンズＬ５を接合した構成とすることが好ましい。また、第４レンズ
Ｌ４および第５レンズＬ５を接合レンズとすることで、これら２つのレンズを保持する間
隔環が不要となり、さらに、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の相対的な偏心が要因
となる性能の劣化を防止できるため、組み立て性が向上し、性能のばらつきを抑制できる
ので、コスト面において有利となる。
【００４１】
　第４レンズＬ４は像側に曲率半径の絶対値の小さい面を向けた両凹形状であり、第５レ
ンズＬ５は両凸形状であることが好ましい。これにより、第４レンズＬ４および第５レン
ズＬ５の接合面が、近軸領域で物体側に凸形状となるため、倍率色収差の補正に有利であ
る。
【００４２】
　第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の接合面は、光軸から離れるに従い屈折力が弱く
なる非球面形状であることが好ましい。これにより、接合面の近軸領域における曲率半径
の絶対値を小さくすることができるため、軸上色収差を良好に補正することができる。
【００４３】
　本実施形態に係る撮像レンズは、下記条件式（２）～（８）を満足することが好ましい
。
【００４４】
　　０．１５＜ｆ３／Ｌ＜０．２６　…　（２）
　　ｄ４／Ｌ＜０．０７　…　（３）
　　νｄ２＞５０　…　（４）
　　νｄ３＜３５　…　（５）
　　νｄａ＞５０　…　（６）
　　νｄｂ＜３５　…　（７）
　　８０．０＜νｄ１＋３５＊Ｎｄ１＜９６．０　…　（８）
ただし、
ｆ３:第３レンズＬ３の焦点距離
Ｌ：第１レンズＬ１の物体側の面から像面までの光軸上の距離（バックフォーカス分は空
気換算長）
ｄ４：第２レンズＬ２と第３レンズＬ３との光軸上の距離
νｄ２：第２レンズＬ２の材質のｄ線に対するアッベ数
νｄ３：第３レンズＬ３の材質のｄ線に対するアッベ数
νｄａ：後群Ｇ２の正のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄｂ：後群Ｇ２の負のレンズの材質のｄ線に対するアッベ数
νｄ１：第１レンズＬ１の材質のｄ線に対するアッベ数
Ｎｄ１：第１レンズＬ１の材質のｄ線に対する屈折率
　条件式（２）の上限を満足することにより、倍率色収差を良好に補正できる。条件式（
２）の下限を満足することにより、軸上色収差を良好に補正できる。
【００４５】
　条件式（３）の上限を満足することにより、収差を良好に保ちながらレンズの全長を小
さく抑えることが容易となる。
【００４６】
　条件式（４）～（７）を満足することにより、軸上色収差および倍率色収差の双方を良
好に補正することができる。
【００４７】
　とくに条件式（５）を満足することにより、第１レンズＬ１により発生する倍率色収差
を良好に補正できる。
【００４８】
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　条件式（８）の上限を満足することにより、第１レンズＬ１の材質にレアアースの含有
量が少なくなるため、低コスト化と耐酸性とをともに備えた材質を選択できるようになる
。条件式（８）の下限を満足することにより、第１レンズＬ１の材質の屈折率が小さくな
り過ぎるのを防止して、必要なパワーを得るための第１レンズＬ１および第２レンズＬ２
の形状の加工がしやすくなり、倍率色収差および軸上色収差の双方を良好に補正すること
ができる。
【００４９】
　さらに、下記条件式（５－１）を満足することが好ましい。条件式（５－１）を満足す
ることにより、条件式（５）を満足することにより得られる効果と同様の効果を得ること
ができるか、または効果をさらに高めることができる。
【００５０】
　　νｄ３＜２７　…　（５－１）
　なお、条件式（１）または条件式（８）を満足するレンズの材質は、比較的高価なもの
も含まれるが、耐酸性大きいあるいは比較的軽量であるものが多いため、本願の目的を損
なうものではない。
【００５１】
　本実施形態の撮像レンズは、全画角が２００度より大きいことが好ましい。全画角は、
最大画角での軸外光束３の主光線と光軸Ｚとのなす角の２倍である。全画角が２００度よ
り大きな広角のレンズ系とすることで、近年の広角化の要望に対応可能となる。
【００５２】
　本実施形態の撮像レンズが例えば車載用カメラや監視用カメラ等の厳しい環境において
使用される場合には、最も物体側に配置される第１レンズＬ１は、風雨による表面劣化、
直射日光による温度変化に強く、さらには油脂・洗剤等の化学薬品に強い材質、すなわち
耐水性、耐候性、耐酸性、耐薬品性等が高い材質を用いることが要望される。例えば、材
質の耐酸性は、ＩＳＯ８４２４：１９９６の耐酸性クラスＳＲが１のものを用いることが
好ましい。また、耐水性は、日本光学硝子工業会が定める粉末法耐水性が１のものを用い
ることが好ましい。また、第１レンズＬ１には、堅く、割れにくい材質を用いることが要
望されることがある。材質をガラスとすることで、上記要望を満たすことが可能となる。
あるいは、第１レンズＬ１の材質として、透明なセラミックスを用いてもよい。
【００５３】
　なお、第１レンズＬ１の物体側の面に、強度、耐傷性、耐薬品性を高めるための保護手
段を施してもよく、その場合には、第１レンズＬ１の材質をプラスチックとしてもよい。
このような保護手段は、ハードコートであってもよく、撥水コートであってもよい。
【００５４】
　第２レンズＬ２、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の材質として
は、プラスチックを用いることが好ましく、この場合には、非球面形状を精度よく作製す
ることができるとともに、軽量化および低コスト化を図ることが可能となる。
【００５５】
　材質にプラスチックを用いる場合は、吸水による性能変化を極力抑えることができるよ
うに吸水性が小さく、かつ解像性低下の原因となる複屈折性が低い材質を選択することが
好ましい。この条件を満たす材質として、第２レンズＬ２および第４レンズＬ４は、シク
ロオレフィン系や環状オレフィン系のプラスチックを、第３レンズＬ３および第５レンズ
Ｌ５はポリカーボネート系のプラスチックやポリエステル系のプラスチックを選択するこ
とが好ましい。
【００５６】
　第２レンズＬ２、第３レンズＬ３、第４レンズＬ４および第５レンズＬ５の少なくとも
いずれかの材質にプラスチックを用いた場合は、その材質として、プラスチックに光の波
長より小さな粒子を混合させたいわゆるナノコンポジット材料を用いてもよい。
【００５７】
　本実施形態の撮像レンズにおいては、ゴースト光低減等のために、各レンズに反射防止
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膜を施すようにしてもよい。その際、例えば図１に示すような撮像レンズでは、第１レン
ズＬ１の像側の面、第２レンズＬ２の像側の面、第３レンズＬ３の物体側の面において、
周辺部の各面の接線と光軸とのなす角が小さいため、周辺部の反射防止膜の厚さがレンズ
中央部より薄くなる。そこで、上記３つの面のうちの、第１レンズＬ１の像側の面を含む
一面以上の面に、中央付近での反射率が最も小さくなる波長を６００ｎｍ以上９００ｎｍ
以下とした反射防止膜を施すことにより、有効径全体で反射率を平均的に低減することが
でき、ゴースト光を低減させることができる。また、可視光から９００ｎｍ程度まで反射
率を抑えた多層膜コートを使用してもよい。また、膜厚を均一にしやすいウエットプロセ
スによる反射防止膜を使用してもよい。
【００５８】
　なお、中央付近での反射率が最も小さくなる波長が６００ｎｍより短いと、周辺部での
反射率が最も小さくなる波長が短くなり過ぎ、長波長側の反射率が高くなるため、赤味が
かったゴーストが発生しやすくなってしまう。また、中央付近での反射率が最も小さくな
る波長が９００ｎｍより長いと、中央部での反射率が最も小さくなる波長が長くなり過ぎ
、短波長側の反射率が高くなるため、像の色合いがかなり赤味がかってしまうとともに、
青味がかったゴーストが発生しやすくなってしまう。このように、中央付近での反射率が
最も小さくなる波長が６００ｎｍより短い、もしくは９００ｎｍより長い場合でも、可視
光から９００ｎｍ程度まで反射率を抑えた多層膜コートを使用することにより、像の色合
いが赤みを帯びたり、青みかかったゴーストが発生することを防ぐことができる。また、
膜厚を均一にしやすいウエットプロセスによる反射防止膜を使用しても同様の効果が得ら
れる。
【００５９】
　また、本実施形態の撮像レンズにおいては、各レンズ間の有効径外を通過する光束は、
迷光となって像面に達し、ゴーストとなるおそれがあるため、必要に応じて、この迷光を
遮光する遮光手段を設けることが好ましい。この遮光手段としては、例えばレンズの像側
の有効径外の部分に不透明な塗料を施したり、不透明な板材を設けたりしてもよい。また
は、迷光となる光束の光路に不透明な板材を設けて遮光手段としてもよい。
【００６０】
　なお、撮像レンズの用途に応じて、レンズ系と撮像素子５との間に紫外光から青色光を
カットするようなフィルタ、または赤外光をカットするようなＩＲ（ＩｎｆｒａＲｅｄ）
カットフィルタを挿入してもよい。あるいは、上記フィルタと同様の特性を持つコートを
レンズ面に施してもよい。
【００６１】
　図１では、レンズ系と撮像素子５との間に各種フィルタを想定した光学部材ＰＰを配置
した例を示しているが、この代わりに、各レンズの間にこれらの各種フィルタを配置して
もよい。あるいは、撮像レンズが有するいずれかのレンズのレンズ面に、各種フィルタと
同様の作用を有するコートを施してもよい。
【実施例】
【００６２】
　次に、本発明の撮像レンズの数値実施例について説明する。
［実施例１］
　実施例１の撮像レンズのレンズ群の配置を図１に示す。図１に示すように実施例１の撮
像レンズは、物体側から順に、物体側に凸面を向けたメニスカス形状を有する負の第１レ
ンズＬ１、両凹形状の第２レンズＬ２および両凸形状の第３レンズＬ３からなる前群Ｇ１
、開口絞りＳｔ、並びに像側に曲率半径の絶対値が小さい凹面を向けた両凹形状の第４レ
ンズＬ４および両凸形状の第５レンズＬ５からなる後群Ｇ２から構成されている。第４レ
ンズＬ４および第５レンズＬ５は接合されており、その合成焦点距離は正である。また、
第２レンズＬ２および第３レンズＬ３の両面、第４レンズＬ４の物体側の面および第５レ
ンズＬ５の像側の面は非球面である。第２レンズＬ２の両面を非球面とすることにより、
歪曲収差および非点収差の補正に有利である。第３レンズＬ３の両面および第５レンズＬ



(11) JP 6066424 B2 2017.1.25

10

20

30

40

50

５の像側の面を非球面とすることにより、球面収差の補正に有利である。
【００６３】
　表１、表２および表３は、実施例１に係る撮像レンズの構成に対応する具体的なレンズ
データを示している。表１にはその基本的なレンズデータを示し、表２には緒元のデータ
を示し、表３には非球面係数のデータを示す。
【００６４】
　表１のレンズデータにおいて、Ｓｉの欄は最も物体側の構成要素の面を１番目として像
側に向かうに従い順次増加するｉ番目（ｉ＝１、２、３、…）の面番号を示し、Ｒｉの欄
はｉ番目の面の曲率半径を示し、Ｄｉの欄はｉ番目の面とｉ＋１番目の面との光軸Ｚ上の
面間隔を示している。なお、ここでは、光学部材ＰＰも含めて示している。また、曲率半
径の符号は、物体側に凸の場合を正、像側に凸の場合を負としている。各実施例において
、レンズデータの表のＲｉ、Ｄｉ（ｉ＝１、２、３、…）は、レンズ断面図の符号Ｒｉ、
Ｄｉと対応している。また、表１のレンズデータにおいて、Ｎｄｊの欄は最も物体側のレ
ンズを１番目として像側に向かうに従い順次増加するｊ番目（ｊ＝１、２、３、…）のレ
ンズのｄ線（波長５８７．６ｎｍ）に対する屈折率を示し、νｄｊの欄はｊ番目の光学要
素のｄ線に対するアッベ数を示している。なお、レンズデータには、開口絞りＳｔも含め
て示しており、開口絞りＳｔに相当する面の曲率半径の欄には、∞と記載している。
【００６５】
　また、表１のレンズデータにおいて、面番号の左側に付された記号「＊」は、そのレン
ズ面が非球面形状であることを示す。表１の基本レンズデータには、これらの非球面の曲
率半径として、近軸の曲率半径の数値を示している。
【００６６】
　なお、実施例１において、第１レンズＬ１を構成する材料は、株式会社オハラ社製のＳ
－ＬＡＭ６６（Ｎｄ＝１．８０１００、νｄ＝３４．９７、比重＝３．５５、ＩＳＯ８４
２４：１９９６の耐酸性クラスＳＲ＝４）である。
【００６７】
　表２には実施例１に係る撮像レンズにおける緒元のデータとして、ｄ線での近軸焦点距
離ｆ′（ｍｍ）、バックフォーカスＢｆ′、Ｆ値（ＦＮｏ．）および画角（２ω）の値を
示している。
【００６８】
　表３には実施例１に係る撮像レンズにおける非球面係数のデータを示す。ここでは、非
球面の面番号と、その非球面に関する非球面係数を示す。ここで非球面係数の数値の「Ｅ
－ｎ」（ｎ：整数）は、「×１０-n」を意味する。なお非球面係数は、下記非球面式にお
ける各係数ＫＡ、Ａｍ（ｍ＝３、４、５、…２０）の値である。
【００６９】
　　Ｚｄ＝Ｃ・ｈ2／｛１＋（１－ＫＡ・Ｃ2・ｈ2）1/2｝＋ΣＡｍ・ｈm

ただし、
Ｚｄ：非球面深さ（高さｈの非球面上の点から、非球面頂点が接する光軸に垂直な平面に
下ろした垂線の長さ）
ｈ：高さ（光軸からのレンズ面までの距離）
Ｃ：近軸曲率半径の逆数
ＫＡ、Ａｍ：非球面係数
　実施例１に係る撮像レンズの非球面は、上記非球面式に基づき、非球面係数Ａｍについ
てはＡ３～Ａ２０までの次数を有効に用いて表している。
【００７０】
　以上述べた表１～表３の記載の仕方は、後述する表４～表１５においても同様である。
【００７１】
　以下に記載する表では全て、上述したように長さの単位としてｍｍを用い、角度の単位
として度（°）を用いているが、光学系は比例拡大または比例縮小して使用することが可
能であるため、他の適当な単位を用いることもできる。
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【００７２】
【表１】

【００７３】
【表２】

【００７４】
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【表３】

［実施例２］
　図２は、本発明の実施例２に係る撮像レンズの構成を示す図である。実施例２に係る撮
像レンズは、実施例１に係る撮像レンズと略同様の構成とされているが、第４レンズＬ４
が、像側に凹面を向けたメニスカス形状を有する負のレンズであり、第４レンズＬ４の像
側の面および第５レンズＬ５の物体側の面が非球面である点において実施例１と相違して
いる。なお、実施例２において、第１レンズＬ１を構成する材料は、株式会社オハラ社製
のＳ－ＴＩＨ６（Ｎｄ＝１．８０５１８、νｄ＝２５．４２、比重＝３．３７、ＩＳＯ８
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４２４：１９９６の耐酸性クラスＳＲ＝１）である。
【００７５】
　表４に実施例２の撮像レンズの基本レンズデータを、表５に実施例２の撮像レンズの緒
元のデータを、表６に実施例２の撮像レンズの非球面係数のデータを示す。
【００７６】
【表４】

【００７７】
【表５】

【００７８】
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【表６】

［実施例３］
　図３は、本発明の実施例３に係る撮像レンズの構成を示す図である。実施例３に係る撮
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像レンズは、実施例１に係る撮像レンズと略同様の構成とされているが、第２レンズＬ２
が物体側に凹面を向けたメニスカス形状を有する負のレンズであり、第４レンズＬ４の像
側の面および第５レンズＬ５の物体側の面が非球面である点において実施例１と相違して
いる。なお、実施例３において、第１レンズＬ１を構成する材料は、株式会社オハラ社製
のＳ－ＮＰＨ１（Ｎｄ＝１．８０８０９、νｄ＝２２．７６、比重＝３．２９、ＩＳＯ８
４２４：１９９６の耐酸性クラスＳＲ＝１）である。
【００７９】
　表７に実施例３の撮像レンズの基本レンズデータを、表８に実施例３の撮像レンズの緒
元のデータを、表９に実施例３の撮像レンズの非球面係数のデータを示す。
【００８０】
【表７】

【００８１】
【表８】

【００８２】
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【表９】

［実施例４］
　図４は、本発明の実施例４に係る撮像レンズの構成を示す図である。実施例４に係る撮
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像レンズは、実施例２に係る撮像レンズと略同様の構成とされているが、第２レンズＬ２
が、物体側に凹面を向けたメニスカス形状を有する負のレンズである点において実施例２
と相違している。なお、実施例４において、第１レンズＬ１を構成する材料は、株式会社
オハラ社製のＳ－ＮＭＢ５５（Ｎｄ＝１．８００００、νｄ＝２９．８４、比重＝３．６
８、ＩＳＯ８４２４：１９９６の耐酸性クラスＳＲ＝１）である。
【００８３】
　表１０に実施例４の撮像レンズの基本レンズデータを、表１１に実施例４の撮像レンズ
の緒元のデータを、表１２に実施例４の撮像レンズの非球面係数のデータを示す。
【００８４】
【表１０】

【００８５】
【表１１】

【００８６】
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【表１２】

［実施例５］
　図５は、本発明の実施例５に係る撮像レンズの構成を示す図である。実施例５に係る撮
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像レンズは、実施例２に係る撮像レンズと略同様の構成とされている。なお、実施例５に
おいて、第１レンズＬ１を構成する材料は、株式会社村田製作所製のルミセラＴｙｐｅ－
Ｚ（Ｎｄ＝２．０９５０１、νｄ＝２９．４３、比重＝７．３）である。
【００８７】
　表１３に実施例５の撮像レンズの基本レンズデータを、表１４に実施例５の撮像レンズ
の緒元のデータを、表１５に実施例５の撮像レンズの非球面係数のデータを示す。
【００８８】
【表１３】

【００８９】
【表１４】

【００９０】
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【表１５】

　また、表１６に実施例１～５の条件式（１）～（８）の対応値を示す。表１６から分か
るように、条件式（１）～（７）について、各実施例の値がその数値範囲内となっている
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。なお、条件式（８）については、実施例１，５がその範囲に含まれず、条件式（５－１
）については、実施例４がその範囲に含まれない。
【００９１】
【表１６】

［収差性能］
　図６は、左から順に実施例１に係る撮像レンズにおける球面収差、非点収差、歪曲収差
および倍率色収差を示している。歪曲収差の図は、全系の焦点距離ｆ、画角φ（変数扱い
、０≦φ≦ω）を用いて、理想像高を２ｆ×ｔａｎ（φ／２）とし、それからのずれ量を
示す。各収差図には、ｄ線（波長５８７．６ｎｍ）を基準波長とした収差を示すが、球面
収差図にはｇ線（波長４３６ｎｍ）、Ｆ線（波長４８１．６ｎｍ）およびＣ線（波長６５
６．２７ｎｍ）についての収差も示す。また、倍率色収差図には、ｇ線、Ｆ線およびＣ線
についての収差を示す。球面収差図のＦＮｏ．はＦナンバー、その他の収差図のωは半画
角を意味する。
【００９２】
　また同様に、上記実施例２～５の撮像レンズそれぞれの球面収差、非点収差、歪曲収差
および倍率色収差の収差図を図７～図１０に示す。図７～図１０においても、左から順に
球面収差、非点収差、歪曲収差および倍率色収差を示している。
【００９３】
　なお、本発明は、上記実施形態および各実施例に限定されず種々の変形実施が可能であ
る。例えば、各レンズ成分の曲率半径、面間隔および屈折率の値等は、上記各数値実施例
で示した値に限定されず、他の値をとり得る。
【００９４】
　以上のデータから分かるように、実施例１～５の撮像レンズは、第１レンズＬ１に比較
的安価な材料を使用して低コスト化を図った上で、さらに、２１３．６～２２１．０度と
いう、２１０度を超える非常に広い全画角、および各収差が良好に補正された高解像の良
好な光学性能を実現している。これらの撮像レンズは、監視カメラや、自動車の前方、側
方、後方等の映像を撮影するための車載用カメラ等に好適に使用可能である。
【００９５】
　図１１に使用例として、自動車１００に本実施形態の撮像レンズを備えた撮像装置を搭
載した様子を示す。図１１において、自動車１００は、その助手席側の側面の死角範囲を
撮像するための車外カメラ１０１と、自動車１００の後側の死角範囲を撮像するための車
外カメラ１０２と、ルームミラーの背面に取り付けられ、ドライバーと同じ視野範囲を撮
影するための車内カメラ１０３とを備えている。車外カメラ１０１と車外カメラ１０２と
車内カメラ１０３とは、本発明の実施形態に係る撮像装置であり、本発明の実施例の撮像
レンズと、この撮像レンズにより形成される光学像を電気信号に変換する撮像素子とを備
えている。
【００９６】
　本発明の実施例に係る撮像レンズは、上述した長所を有するものであるから、車外カメ
ラ１０１、１０２および車内カメラ１０３は、安価に構成でき、広い画角を有し、解像度
の高い良好な映像を得ることができる。
【００９７】
　以上、実施形態および実施例を挙げて本発明を説明したが、本発明は上記実施形態およ
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間隔、屈折率、アッベ数、非球面係数の値は、上記各数値実施例で示した値に限定されず
、他の値をとり得るものである。また、レンズの材質も上記各数値実施例で用いたものに
限定されず、別の材質を用いてもよい。
【００９８】
　また、撮像装置の実施形態では、本発明を車載用カメラに適用した例について図を示し
て説明したが、本発明はこの用途に限定されるものではなく、例えば、携帯端末用カメラ
や監視カメラ等にも適用可能である。
【符号の説明】
【００９９】
　　２　　軸上光束
　　３　　軸外光束
　　５　　撮像素子
　　１００　　自動車
　　１０１、１０２　　車外カメラ
　　１０３　　車内カメラ
　　Ｌ１　　第１レンズ
　　Ｌ２　　第２レンズ
　　Ｌ３　　第３レンズ
　　Ｌ４　　第４レンズ
　　Ｌ５　　第５レンズ
　　ＰＰ　　光学部材
　　Ｓｉｍ　　像面
　　Ｓｔ　　開口絞り
　　Ｚ　　光軸
【図１】 【図２】
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【図５】 【図１１】
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【図８】 【図９】
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